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大阪府気候変動対策の推進に関する条例第11条第1項の規定により、次のとおり届け出ます。
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部署名

電話番号

電子メールアドレス

※整理番号 10527 年 月 日

備考1

　　2 ※印のある欄は、記入しないでください。
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37通信業

大阪府気候変動対策の推進に関する条例施行規則第３条第３
号イ又はロに該当する者

□のある欄には、該当する□内にレ印を記入してください。

温室効果ガスの排出及び人工排熱
の抑制並びに電気の需要の平準化
対策の実施状況

 別紙のとおり

 別紙のとおり

事業の概要

 別紙のとおり事業所の名称及び所在地

実 績 報 告 書

東京都千代田区大手町2丁目3番1号

ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ株式会社

大阪府内は８ビルで運営しており、主に下記のサービスを提供
している。

１．電話サービス　　　　　２．総合デジタル通信サービス
３．専用線サービス　　    ４．加入電話
５．回線交換　　　　　　　６．パケット交換
７．ﾌﾚｰﾑﾘﾚｰ・ｾﾙﾘﾚｰ　　 　 ８．ビデオテックス
９．ＯＣＮ　　　　　　　１０．Ｆネット　　　　　等

大阪府気候変動対策の推進に関する条例施行規則第３条第１
号に該当する者

大阪府気候変動対策の推進に関する条例施行規則第３条第２
号に該当する者

代表取締役社長　　丸岡　亨

特定事業者の主たる業種

該当する特定事業者の要件

※受理年月日

ヒューマンリソース部　サステナビリティ推進室

03-6700-4225

earth-protection-te@ntt.com

連絡先

温室効果ガスの排出の抑制に関す
る目標の達成状況



２　温室効果ガスの排出の抑制に関する目標の達成状況

(1)計画期間

2021 年 4 月 1 日 ～ 2024 年 3 月 31 日（3年間）

(2)前年度におけるエネルギー総使用量及び温室効果ガス総排出量

2020 )年度 2022 )年度

ＧＪ ＧＪ

ｋＬ ｋＬ

ｔ-CO2 ｔ-CO2
グリーン電力(熱)証書 ｔ-CO2 ｔ-CO2
オフセット・クレジット ｔ-CO2 ｔ-CO2
国内クレジット ｔ-CO2 ｔ-CO2
合計 ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

その他の抑制対策

内容（ ） 万ｔ-CO2
ｔ-CO2

備考

(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

(2023 年度) (2021 年度) (2022 年度) (2023 年度)

レ -25 ％ 50.2 ％ 36 ％ ％

％ ％ ％ ％

-25 ％ 49.6 ％ 34.5 ％ ％

％ ％ ％ ％

備考　

　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 （ ）

(単位: (単位:

（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

３　事業活動に係る温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

(1)温室効果ガスの削減状況についての見解（毎年度の実施状況を必ず記入してください。）

(2)推進体制

削減率（平準化補正ベース）

0

温室効果ガス総排出量 56,424

0

36,134

削減目標 第1年度 第2年度

吸収量による削減率は、目標削減率において選択した排出量ベースまたは原単位ベースにより
算出すること。

選択

吸収量による削減率

削減率（排出量ベース）

「経営者」-「ｴﾈﾙｷﾞｰ管理責任者」-「ｴﾈﾙｷﾞｰ推進委員会」-「ｴﾈﾙｷﾞｰ管理員」-「入居者」
　　｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜
　   ---------------------------------------------------「ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ推進室」

区分

基準年度

2023年度までに、温室効果ガス総排出量ベースで、基準年度比の増加率を25％以内に抑える目標に対
し、2022年度は基準年度比36％の減少となりました。（原油換算量では30.9％の増加）
これは排出係数の低い電力に切り替えた効果が出ているとみられます。

前年度

前年度　　　(

第3年度

府域の自社所有地以外の植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量

事業活動に伴う温室効果ガス排出量の内訳は、「４ 前年度のエネルギー使用量及び温室効果ガ
ス排出量」をもとに作成すること。

削減率（原単位ベース）

63,244

基準年度　　　(

事業活動に伴う温室効果ガス排出量 36,134

1,607,546

温室効果ガス総排出量（平準化補正後）

区分

経済的手法を活
用した温室効果
ガスの排出抑制
対策による排出
削減量

56,424

原油換算量

1,228,288

31,687 41,472

エネルギー総使用量

41,441


